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これまでの議論を踏まえた論点の整理等

ISSBの
基準開発

本WGの
議論

これまでに議論

2022年6月に
最終化予定

気候変動対応
サステナビリティ開示全般

総論 各論

2022年上旬にアジェンダコンサルテーションの実施予定
（気候変動以外のESG要素への作業拡大を検討）

重要性に基づく開示等
個別のサステナビリティ

項目の開示等

A B 1 B 2

Ⅰ
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第2回会議（2021年10月1日開催）でのご意見①

 有価証券報告書における開示の重要性については、「投資家の投資判断にとって重要な情
報か否か」、「企業価値への影響」で判断するのがよく、シングルマテリアリティ、ダブルマテリ
アリティという二元論に囚われない方がよい。

 有価証券報告書では、投資家の投資判断にとって重要な情報に絞ることで、投資家にとって
有用かつ効率的な開示となり、企業にとっても負担が軽減される。また、それ以外の企業の環
境への影響等については任意報告での開示を促していくべきではないか。

開示における
重要性の
考え方

開示充実の
方向性

 日本企業の取組が、国際的に通用して比較可能な形で開示されることが重要であり、グロー
バルな枠組みの中で開示してもらいたい。

 サステナビリティ開示について、「ガバナンス」と「リスク管理」の開示を求め、「戦略」と「指標と
目標」については、企業にとって気候変動がマテリアルな場合に開示を求めるべき。
 4,000社を超える有価証券報告書作成会社全体を考える場合、「ガバナンス」と「リスク管
理」が特に重要。

 「戦略」と「指標と目標」は、任意書類で開示し、それを有価証券報告書で参照することも考
えられる。

 「戦略」のシナリオ分析が難しく、相当コストがかかる。「指標と目標」については、確定した
測定方法があるわけではなく、現段階で、有価証券報告書での開示に馴染むのか疑問。

 法定開示の充実が損なわれないよう、重要な開示項目は有価証券報告書に入れ、補足情
報は任意開示を参照するのが良い。

 有価証券報告書において任意開示を参照する場合、企業価値創造プロセスを一覧できる
有価証券報告書の機能を損なうことのないよう、参照の程度は慎重に検討すべき。

Ⅱ A
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第2回会議（2021年10月1日開催）でのご意見②

開示充実の
方向性

 サステナビリティ情報については、有価証券報告書の中に「枠」を作り、開示させるべきではな
いか。グローバルな比較可能性の観点からは、XBRLで情報を拾えるようにし、データベース
化を容易にしておくことは重要。

 有価証券報告書で任意開示を参照する場合、その任意開示が有価証券報告書の一部として
評価され、虚偽記載の責任を問われる可能性はゼロではなく、そのために、任意開示が保守
的な記載になる恐れ。有価証券報告書の総覧性確保は重要だが、企業が委縮しないよう、や
り方を考える必要。

 TCFDに賛同しているのは400社で、有価証券報告書作成者約4,000社のごく一部なので、段
階的な開示求めていくことも考えられる。

 開示対象や開示充実を段階的に進めている英国のロードマップは参考になる。

 ①プライム市場上場企業でTCFD開示をしている企業、②プライム市場上場企業でTCFD開
示をせずに、できない理由をエクスプレインしている企業、③プライム市場以外の企業、の3つ
の企業群に分類し、それぞれの有価証券報告書での開示内容を検討してはどうか。

海外当局の
動向・

スケジュール

 国際的にも比較可能で、評価軸のはっきりしたISSBの基準を踏まえる必要。しかし、ISSBの
基準を待つのではなく、日本もISSBの活動にコミットしていくべき。

 ISSB基準に対して、意見発信をする体制を作る必要。また、我が国の独自基準の設定や、
ISSB基準のエンドースメントメカニズムについても、今後のWGで議論したい。

 ISSBのマルチロケーションアプローチについても、日本として対応を考えるべき。

Ⅱ A
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［参考］岸田総理大臣所信表明演説（抄）（2021年10月8日）

三 第二の政策 新しい資本主義の実現

次に、分配戦略です。

第一の柱は、働く人への分配機能の強化です。

企業が、長期的な視点に立って、株主だけではなく、従業員も、取引先も恩恵を受けられる「三方良し」

の経営を行うことが重要です。非財務情報開示の充実、四半期開示の見直しなど、そのための環境整備

を進めます。

第二百五回国会における
内閣総理大臣所信表明演説（2021年10月8日）

Ⅱ A
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（出所）日本取引所グループ「ESG情報開示枠組みの紹介（SASBスタンダード）」、世界経済フォーラムホワイトペーパー（2020年9月）、日本公認会計士協会「EUにおけるCorporate Sustainability Reporting Directive 提
案についての概要（2021年6月18日公表）」より金融庁作成

多様なサステナビリティ項目

 様々なサステナビリティに関する情報が存在し、開示の枠組みによって推奨される開示も異なる

項目 テーマ コアな指標

ガバナ
ンス

企業の目的 • 企業の目的

統治機関の質 • 統治機関の構成

利害関係者との
対話

• 利害関係者に影響を与える
重要な事項

倫理的行動
• 不正防止
• 通報者の保護

リスクと機会
• ビジネスプロセスへのリスク
と機会の統合

地球
環境
（プラ
ネット）

気候変動
• 温室効果ガスの排出量
• TCFD提言の履行

自然の損失 • 土地の利用と環境への影響

水資源の不足
• 水の利用および水の枯渇リ
スクにさらされている地域の
対応

従業員
（人）

不平等の排除

• 多様性の尊重
• 平等な報酬の支払い
• 賃金水準
• 児童の取り扱いや不当な労
働のリスク

健康と安全 • 健康および安全

将来へのスキル • 研修の提供

持続的
成長
（繁栄）

雇用と富の創造
• 雇用者と退職者の状況
• 経済への貢献
• 財務的投資への貢献

より良い製品及
びサービスに向
けたイノベーショ
ン

• 研究開発に関する支出

コミュニティ／
社会の活力

• 税金の支払い

SASB 世界経済フォーラム（WEF） 欧州委員会・CSRD

Ⅱ B ①

局面 課題カテゴリー

環境

• 温室効果ガス排出

• 大気の質

• エネルギー管理

• 取水・排水管理

• 廃棄物・有害物質管理

• 生態系への影響

社会資本

• 人権・コミュニティとの関係

• 顧客プライバシー

• データセキュリティ

• アクセス・入手可能な価格

• 品質・製品安全

• 顧客利益

• 販売慣行・表示

人的資本
• 労働慣行

• 労働の安全と衛生

• 従業員エンゲージメント・多様性・包摂

ビジネスモ
デルとイノ
ベーション

• 製品デザイン・ライフサイクル管理

• ビジネスモデルの強靭性

• サプライチェーンマネジメント

• 原材料調達・効率性

• 気候変動の物理的影響

リーダー
シップと
ガバナンス

• ビジネス倫理

• 競争行為

• 法規制環境の管理

• 重大事故のリスク管理

• システミックリスクの管理

項目 開示すべき情報

環境

• 気候変動の緩和

• 気候変動への適応

• 水資源・海洋資源

• 資源利用と循環型経済

• 汚染

• 生物多様性と生態系

社会

• 平等な機会（同一労働同一賃金等）

• 労働条件(ワークライフバランス等)

• 人権の尊重

ガバナンス

• マネジメント層の役割

• 企業倫理・企業文化

• ロビー活動等の政治的関与

• 取引先との関係

• 内部統制及びリスク管理
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（出所）SASBウェブサイト（2020年3月）から、三菱UFJリサーチ&コンサルティング和訳作成

［参考］SASBマテリアリティマップ

 SASBは、産業別のマテリアリティマップを示している

Ⅱ B ①



コーポレートガバナンス・コード等におけるサステナビリティ項目

 コーポレートガバナンス・コードでは、サステナビリティに関連する項目として、気候変動などの地球環境問
題への配慮、人的資本、知的財産、人権、従業員の健康・労働環境・処遇等が記載されている

 補充原則２－３① 取締役会は、気候変動などの地球環境問題への配慮、人権の尊重、従業員の健康・労働環境

への配慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取引、自然災害等への危機管理など、サステナビリティを

巡る課題への対応は、リスクの減少のみならず収益機会にもつながる重要な経営課題であると認識し、中長期的

な企業価値の向上の観点から、これらの課題に積極的・能動的に取り組むよう検討を深めるべきである。

 補充原則２－４① 上場会社は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等 、中核人材の登用等における多

様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標を示すとともに、その状況を開示すべきである。

また、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様性の確保に向けた人材育成方針と

社内環境整備方針をその実施状況と併せて開示すべきである 。

 補充原則３－１③ 上場会社は、経営戦略の開示に当たって、自社のサステナビリティについての取組みを適切に

開示すべきである。また、人的資本や知的財産への投資等についても、自社の経営戦略・経営課題との整合性を

意識しつつ分かりやすく具体的に情報を開示・提供すべきである。

特に、プライム市場上場会社は、気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影

響について、必要なデータの収集と分析を行い、国際的に確立された開示の枠組みであるＴＣＦＤまたはそれと同

等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべきである。

Ⅱ B ①

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・コ
ー
ド

 １－３． ＥＳＧやＳＤＧｓに対する社会的要請・関心の高まりやデジタルトランスフォーメーションの進展、サイバー

セキュリティ対応の必要性、サプライチェーン全体での公正・適正な取引や国際的な経済安全保障を巡る環境変

化への対応の必要性等の事業を取り巻く環境の変化が、経営戦略・経営計画等において適切に反映されているか。

また、例えば、取締役会の下または経営陣の側に、サステナビリティに関する委員会を設置するなど、サステナビリ

ティに関する取組みを全社的に検討・推進するための枠組みを整備しているか。

投
資
家
と
企
業
の

対
話
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
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（出所）金融庁「記述情報の開示に関する原則」（2019年3月）

開示における重要性①（有価証券報告書の開示の考え方）

 投資家の投資判断における重要性は、企業の業態や経営環境等によって様々であり、記述情報の開示に
当たっては、各企業において、企業価値や業績等に与える重要性に応じて判断することが求められる

Ⅰ.総論

2. 記述情報の開示に共通する事項

【重要な情報の開示】

2-2. 記述情報の開示については、各企業において、重要性（マテリアリティ）という評価軸を持つことが求められる。

（考え方）

 記述情報の開示の重要性は、投資家の投資判断にとって重要か否かにより判断すべきと考えられる。また、
取締役会や経営会議における議論の適切な反映が重要である記述情報の役割を踏まえると、投資家の投資
判断に重要か否かの判断に当たっては、経営者の視点による経営上の重要性も考慮した多角的な検討を行う
ことが重要と考えられる。

 有価証券報告書においては、投資家の投資判断に重要な情報が過不足なく提供される必要があるが、投資家
の投資判断における重要性は、企業の業態や企業が置かれた時々の経営環境等によって様々であると考え
られる。

 このため、記述情報の開示に当たっては、各企業において、個々の課題、事象等が自らの企業価値や業績等
に与える重要性（マテリアリティ）に応じて、各課題、事象等についての説明の順序、濃淡等を判断することが
求められる。

記述情報
の開示に
関する
原則

Ⅱ B ①
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（出所）IFRS財団「IFRS Foundation Trustees announce strategic direction and further steps based on feedback to sustainability reporting consultation」（2021年3月）、「IFRS Foundation Trustees’ Feedback 

Statement on the Consultation Paper on Sustainability Reporting」（2021年4月）より金融庁作成

開示における重要性②（企業価値への影響）

 「投資家の投資判断にとって重要な情報か否か」は、企業価値への影響を考慮して判断すべきとのご意見
があり、IFRS財団の戦略の方向性においても同様の考え方が示されている

第2回会議で
の意見

 有価証券報告書における開示の重要性については、「投資家の投資判断にとって重要な
情報か否か」によって整理すべき。また、 「投資家の投資判断にとって重要な情報か否
か」 は、企業価値への影響を考慮して判断すべき。

 有価証券報告書の記載事項は、投資家の投資判断にとって重要な情報に絞ることで、投
資家にとって有用かつ効率的な開示となり、企業にとっても負担が軽減される。それ以外
の企業の環境・社会への影響等の情報については任意報告での開示を促してはどうか。

Ⅱ B ①

戦略的方向性（2021年3月8日）

市中協議へのフィードバックやIOSCOの声明に基づき、評議員会は新しいボードの戦略的
方向性に関して次の見解に達した

企業価値への投資家の焦点： ISSBは、世界の資本市場における投資家やその他参加者
の意思決定に重要な情報に焦点を当てる

短期・中期・長期において投資家が期待する価値創造を捉えるという、企業価値に対応した
報告基準の策定

市中協議結果（2021年4月30日）IFRS財団
の方針
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（出所）コスモエネルギーホールディングス㈱有価証券報告書（2021年3月期） P15-17

開示における重要性③（有価証券報告書の開示例）

 企業のマテリアリティを特定し、マテリアリティごとにリスクと機会、取組内容を開示している事例がある

• 気候変動対策

• クリーン技術の機会

• 製品仕様とクリーンな燃料ブレ
ンド

• 労働安全衛生

• ダイバーシティと雇用均衡等

• 倫理と誠実性

• リスクマネジメント

• 収益基盤事業の構造改革

マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティ

Ⅱ B ①

リスクと機会、主な取組内容



（出所）Reporting on enterprise value Illustrated with a prototype climate-related financial disclosure standard（2020年12月）

［参考］サステナビリティ関連財務開示のプロトタイプ

 民間基準設定5団体（G5）は、会計基準と同様、報告企業の各報告期間、及び各企業の間で比較可能とな
るよう、サステナビリティ関連財務開示における表示基準のプロトタイプを公表している

 TCFD提言の4つの柱は、気候変動だけでなく他のサステナビリティ関連財務情報を表示する上で有用であ
るとしている

基礎

目的

スコープ（全てのサステナビリティ関連リスクと機会が対象）

一般的な特徴

比較情報

重要性

内容要素

ガバナンス

ガバナンス、戦略、リスク管理、
指標と目標の各項目において、
以下２つを設定
 開示目的
 開示内容

戦略

戦略

ビジネスモデル

見通し

リスク管理

指標と
目標

オペレーション

リスク

プロトタイプ 付録A：定義

ガバ
ナンス

戦略

リスク
管理

指標と
目標

• サステナビリティ関連財務リスクと機会に関する取締役会の監視体制
• 当該リスクと機会を評価・管理する上での経営者の役割

• 短期・中期・長期にわたり、企業が特定したサステナビリティ関連財務リスクと
機会（企業における短期・中期・長期の定義も含む）

• 当該リスクと機会が企業のビジネスモデル、戦略、財務計画に与える影響
• 気候関連リスクと機会に対する企業戦略のレジリエンス（シナリオ分析含む）

• 戦略的目的の達成や価値創造のために、ビジネス活動を通じてインプットを
アウトプット及びアウトカムに転換していく企業のシステム

• 企業が直面する可能性のある外部環境の予想、影響、リソースの利用可能
性、発生可能性のある重要な困難や不確実性にどう備えているか

• サステナビリティ関連財務リスクの識別及び評価のプロセス
• 当該リスクの管理のためのプロセス
• 当該リスクの測定方法

• 当該リスクの識別・評価・管理するプロセスが、企業の統合的リスク管理にど
う統合されているか

• サステナビリティ関連財務リスクと機会を評価するために、企業が戦略とリス
ク管理プロセスに沿って使用する指標

• 企業の実績、及び該当する場合に前期に経営陣が設定した目標に対する実
績 等

• オペレーション、財務実績を前期の結果と比較する方法

• 企業財務に重要なサステナビリティ関連財務リスクと機会の実績が、財務状
況や財務実績に与える影響 等

要件の例

- 14 -

プロトタイプの構成

Ⅱ B ①



Q4 Q1 Q2 Q3

IFRS財団
による
基準策定
のスケ
ジュール

（出所）IOSCO「企業のサステナビリティ開示に関する報告書」（2021年6月）、IFRS財団「IFRS Foundation Trustees’ Feedback Statement on the Consultation Paper on Sustainability Reporting」（2021年4月）、IFRS 

Advisory Council （2021年9月13日）資料等

 2022年第1四半期を目途に、気候変動以外のESG要素について、基準を検討する項目の優先順位や作業
計画に係る市中協議（アジェンダコンサルテーション）が行われる予定

2022年

気候変動に関する
基準の公開草案
公表予定

基準最終化
（6月予定）

ISSBアジェンダコンサルテー
ションの実施予定

（気候以外のESG要素への作
業拡大を検討）

市中協議等

2021年

I

S

S

B

設
置
公
表
予
定

気
候
変
動

関
連
基
準

そ
の
他
基
準

現在

FSB、IOSCOの公表資料等に記載された予定

IFRS財団の気候変動以外の開示基準策定の動きⅡ B

気候変動
以外の

ESG要素
に関する
IFRS財団
の取組み

 2021年4月、IFRS財団は2020年9月~12月に実施したISSB設置に係る市中協議結果を公表し、以下を説明
• IFRS財団評議員会は、新たな基準設定主体（ISSB）が気候関連基準を優先的に取り組むよう計画してい
るが、多くのサステナビリティトピックも関連していることが認識されており、投資家は他の情報ニーズを
持っている

• そのため、IFRS財団評議員会は、ISSBが投資家の情報ニーズを満たすために、複数のサステナビリティ
トピックに関する基準を迅速に設定することを推奨する

 IFRS財団内に設置されている技術的準備ワーキンググループ（TRWG）において、ISSBへの技術的提案事
項の一つとして、潜在的な基準設定を必要とする緊急のテーマについて検討を実施している

- 15 -

①
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有価証券報告書の記載事項（第2回会議でのご意見）

有価証券報告書
 ・・・
 ・・・

 ・・・
 ・・・

サステナビリティに関する考え方、取組み 【新設】

（当初の開示項目）

• 「ガバナンス」、「リスク管理」

• 「戦略」、「指標・目標」は各企業が重要性を踏まえ判断
※ 「経営方針」や「事業等のリスク」の記載欄と相互参照可

我が国における
サステナビリティ
開示の個別項目

将来的に
取り込み

 サステナビリティ情報については、有価証券報告書の中に「枠」を作り、そこで開示することとしてはどうか。

 サステナビリティに関する情報について、「ガバナンス」と「リスク管理」の開示を求めてはどうか。「戦略」と「指標と目
標」については、企業にとって重要性がある場合に開示することとしてはどうか。その際、詳細は任意報告の開示内
容を参照することも考えられる。

 国際的な基準であるISSB基準を踏まえた開示が重要。その際、有価証券報告書提出会社が4,000社以上あること
から、段階的な適用も考えられる。

段階的な適用も
考えられる

Ⅱ B ①

ご
意
見
を
踏
ま
え
た
改
正
案

第
2
回
会
議
で
の
ご
意
見
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国内体制整備①（第2回会議でのご意見）

有価証券報告書
 ・・・
 ・・・

 ・・・
 ・・・

サステナビリティに関する考え方、取組み 【新設】

（当初の開示項目）

• 「ガバナンス」、「リスク管理」

• 「戦略」、「指標・目標」は各企業が重要性
を踏まえ判断

※ 「経営方針」や「事業等のリスク」の記載欄と相互参照可

我が国における
サステナビリティ
開示の個別項目

第
2
回
会
議
で
の
ご
意
見

 IFRS財団のISSB基準策定の動きに対して、意見発信を行うための組織が必要ではないか。

 ISSB基準が最終化した後、ISSB基準のエンドースメントをする組織が必要ではないか。

 現時点においてはISSB基準の内容が明確ではないではないが、我が国におけるサステナビリティ開示の個別項目
（ISSB基準のビルディングブロックアプローチの上乗せ部分を含む）を検討するとしたら、どのような体制になるかを
考えることが必要ではないか。

ご
意
見
を
踏
ま
え
た
体
制
案

サステナ
ビリティ
開示基準
対応を
行う組織

意見発信
ISSB

ISSB基準を
踏まえた検討

将来的に
取り込み

段階的な適用
も考えられる

Ⅱ B

ISSB基準

①
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国内体制整備②（財務会計基準機構（FASF）の定款変更）

（目 的）

第3条 この法人は、一般に公正妥当と認められる会計基準及びサステナビリティ報告基準の調査研究・開発、

国際的な会計基準及びサステナビリティ報告基準の開発への貢献並びにディスクロージャー及び会計に関

する諸制度の調査研究を行い、もって我が国における会計・ディスクロージャーの諸制度の健全な発展と資

本市場の健全性の確保に寄与することを目的とする。

（事業）

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

一 一般に公正妥当と認められる会計基準及びサステナビリティ報告基準の調査研究及び開発

二 国際的な会計基準及びサステナビリティ報告基準の開発への貢献

三 ディスクロージャー及び会計に関する諸制度の調査研究

四 前三号の事業の成果を踏まえた提言及び広報・研修活動

五 前各号に掲げるもののほか、この法人の目的を達成するために必要な事業

２ 前項各号の事業は、本邦及び海外において行う。

※下線は改正部分

Ⅱ B ①
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目次

I. これまでの議論を踏まえた論点の整理等

II. サステナビリティに関する開示

A) 気候変動対応に関する開示 ［前回ご議論いただいた項目］］

B) 気候変動対応以外のサステナビリティ項目を含む開示

① 総論（重要性に基づく開示等）

② 各論（個別のサステナビリティ項目の開示等）

III. ご議論いただきたい事項
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多様性確保の開示に関する動向①

 「女性活躍の推進」等に関する政府の方針

• 企業における女性の活躍に関し、投資判断に有効な企業情報の開示を促進するため、有価証券報告書等

において企業の判断で行う情報開示の好事例を収集し、周知する。また、企業のガバナンスにおけるジェン

ダー平等の確保の重要性に鑑み、有価証券報告書等における開示の在り方を含め、コーポレートガバナン

スの改善に向けてジェンダーの視点も踏まえた検討を行う。

• 企業における男性社員の育児休業等取得促進のための事業主へのインセンティブ付与や、取得状況の情

報開示（「見える化」）を推進する。

第５次男女共同参画基本計画（2020年12月25日閣議決定）抜粋

• 妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知を行うほか、有価証券報告書などの企業公表文書等へ

の育児休業取得率の記載を促すなど、事業主が男性の育児休業取得を促す取組を行うことを促進する仕

組みの導入について検討する。

少子化社会対策大綱（2020年5月29日閣議決定）抜粋

Ⅱ ②B



（注1）「（区）」と表示されている項目は、雇用管理区分ごとに、「（派）」と表示されている項目は派遣労働者も含めて把握することが求められている。2022年4月1日から、一般事業主行動計画の策定・届出や女性活躍に関
する情報公表の義務の対象が、常時雇用する労働者数101人以上の事業主まで拡大される。（300人以下の事業主は現在努力義務）
（注2）2020年10月22日時点で女性の活躍推進企業データベース（厚生労働省）に公表されていたデータをもとに、金融庁作成
（注3）「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則の一部を改正する省令案について（概要）」（2021年9月21日）

女
性
活
躍
推
進
法

①女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供 ②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

• 採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）
• 男女別の採用における競争倍率（区）
• 労働者に占める女性労働者の割合（区）（派）
• 係長級にある者に占める女性労働者の割合
• 管理職に占める女性労働者の割合
• 役員に占める女性の割合
• 男女別の職種又は雇用形態の転換実績（区）（派）
• 男女別の再雇用又は中途採用の実績

• 男女の平均継続勤務年数の差異
• 10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別
の継続雇用割合

• 男女別の育児休業取得率（区）
• 労働者の一月当たりの平均残業時間
• 雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残業時間（区）（派）
• 有給休暇取得率
• 雇用管理区分ごとの有給休暇取得率（区）

多様性確保の開示に関する動向②（女性活躍推進法、育児・介護休業法）

目標設定（数値）の公表 実態（数値）の公表

78% 91%

目標設定（数値）の公表 実態（数値）の公表

男性：23% 女性： 4% 男性：74% 女性：74%

 常時雇用する労働者数301人以上の事業主は、女性活躍に関する行動計画を策定し労働者に周知・外部に公表す
るとともに、女性の職業生活における活躍に関する情報を以下の①と②の区分から各1項目以上選択して2項目以
上公表（注1）

育
児
・介
護
休
業
法

女性管理職比率に関する開示 育児休業取得率に関する開示

 令和3年6月改正の育児・介護休業法により、従業員1,000人超の企業を対象に、育児休業取得の状況の公表が義
務付け（令和5年4月1日施行予定）

 具体的な公表内容を規定する省令案の概要では、①男性の育児休業等の取得率、又は、②男性に占める［育児休
業等取得者＋育児目的休暇取得者］の割合をインターネット等で公表することを求めることとしている（注3）

開
示
項
目

開
示
状
況

女性の活躍推進
企業データベース
（厚生労働省）に
よるTOPIX100社
の状況（注2）

 女性活躍推進法、育児・介護休業法により、一定の項目の公表を義務付け

Ⅱ ②B
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（出所）米国会社A社 Annual report(10-K)

人的資本開示に関する動向①（米国SECの規則改正①）

 米国SECは、2020年8月、非財務情報に関する規則を改正し、新たに人的資本についての開示を義務付け
ることを公表し、2020年11月から適用

 改正規則においては、事業を理解する上で重要（material）な範囲で、人的資本・人的資源についての開示を求めて
おり、プリンシプル・ベースのアプローチを採用している

 証券取引委員会（SEC）は、人的資本の管理に係る開示に含まれる指標や目的が、時間の経過や企業の事業展開
地域、基本的な事業戦略等により大きく変化する可能性があることを踏まえ、詳細な規定は盛り込まないとした

 改正規則における人的資本の開示に関する内容は以下のとおり

• 事業の説明（Description of the business）箇所において、事業を理解する上で重要（material）な範囲で、会
社の人的資本（human capital resources）についての開示が求められる

• 当該人的資本・人的資源には、①人的資本についての説明（従業員の人数を含む）、②会社が事業を運営す
る上で重視する人的資本の取組みや目標（例えば、当該会社の事業や労働力の性質に応じて、人材の開発、
誘致、維持に対応するための取組みや目的など）を含む

人的資本に関する概要や
目標、従業員の人数に加え、
従業員の内訳や、人材を育
成・維持等するための主要
なプログラムの内容を開示
する例がある

改正の概要

Ⅱ B ②
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（資料）Intelligize, INC. “Human Capital Disclosure Report: Learning on the Job”（2021）より、経済産業省作成
（出所）経済産業省「第3回非財務情報の開示指針研究会」事務局資料

人的資本開示に関する動向②（米国SECの規則改正②）

 米国SECの規則改正後、企業で人的資本に関する開示が行われている

Ⅱ B ②

 ある調査では、Regulation S-Kの改正後、2020年11月~2021年3月に提出されたForm 10-K（S&P 500に含まれる427

社）を確認した結果、Safety（労働安全）、Health（健康）、Diversity and Inclusion（多様性と包摂性）等のカテゴリーをもう
け、人的資本に関する開示を実施していると分析。

 また、半数以上の企業が改正で例示された項目（人材の育成、確保、維持に対処する施策又は目的）を開示していると分
析。

 一方で、具体的な開示項目が規定されていないことから、開示内容に紐付く指標の開示については判断が分かれている
と分析。

Safety 424社 • COVID-19について個別に項目立てしている会社：62社

Health 424社 • Safetyと併せて説明している会社：123社

Compensation 425社 • 人権・性別・民族毎の賃金を開示している会社：16社（※）

Diversity and Inclusion 424社 • 人権・性別・その他特性毎の労働者の内訳を開示している会社：16社（※）

Culture 382社 • 従業員エンゲージメント調査にサーベイを開示している会社：200社弱

（※）これらの指標は、雇用機会均等委員会が企業に報告を義務付けている、従業員の人種構成等を報告するレポート（EEO-1）に含まれている。なお、2020年度は
COVID-19の影響から提出期限の延期を公表している。

項目名 開示企業数 補足
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（出所）Financial Reporting Council LAB “Workforce-related corporate reporting Where to next?”（2021年1月）

人的資本開示に関する動向③（英国FRC報告書）

 2020年1月、英国財務報告評議会（FRC）は従業員の開示に関する報告書を公表し、従業員の開示に対す
る投資家のニーズ、及び当該ニーズを満たすために企業に期待される開示内容を開示例も用いて解説

 解説は、TCFDの4つの柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に概ね沿って説明されている

Ⅱ B ②

ガバナンスと経営

 取締役会による従業員
関連事項の監督、及び
従業員にどう関与してい
るか

 従業員に関する課題の
検討や管理における経
営者の役割

 取締役会による従業員
関連事項の検討が、戦
略的意思決定にどう影
響を与えるか

従業員に関する開示の内容

ビジネスモデルと戦略

 企業が考える従業員の範
囲（全従業員数、従業員の
構成（サプライチェーンにお
ける雇用構成（直接／契約
／それ以外））を含む）

 企業が戦略的資産として従
業員に投資しているかどう
か、及び当てはまる場合は
どう投資するか

 従業員がどう組織の価値を
生み出すか、及び当該価値
を高める機会があるか

 従業員モデルがビジネスモ
デルをどう支援しているか

 組織が特定した従業員に
関連するリスクと機会が、
会社のビジネス、戦略、財
務計画にどう影響するか

リスク管理

 従業員に関連するリスク
と機会を特定、評価、管
理するための組織のプ
ロセス

 企業にとって最も関連性
の高い、従業員に関連
するリスクと機会

 ビジネスのどこにリスク
と機会が存在し、それら
がどう管理されているか

指標と目標

 従業員の理解に最も関連す
る指標（指標の特定方法を
含む）

 価値提供のために企業が従
業員をどう動機付けしている
か（従業員に関連する課題
とパフォーマンスの管理に使
用される目標を含む）

 経営トップがどのように望ま
しい文化を推進しているか
（従業員による積極的参加
がどう達成されたかを含む）

 従業員雇用人数、定着率/離
職率（予定したもの・望まれ
ないものの両方）、労働環境
に適用される価値、労働文
化のモニター指標を含む）

 報酬その他利益の説明、及
び研修・能力開発、昇進に
関する統計の開示



ISO30414 「Human resource management — Guidelines for internal and external human capital reporting」

（出所）経済産業省「第1回持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会」（2020年1月17日）事務局資料より金融庁作成

人的資本開示に関する動向④（ISO30414）

 2019年1月、ISOがHuman Resource Managementに関して、社内で議論すべき/社外へ公開すべき指標
をガイドラインとして整理

 指標については、比較を可能とするために、定量的なデータをもって説明することが求められている
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Ⅱ B ②

• コンプライアンスと倫理

• コスト

• ダイバーシティ

• リーダーシップ

• 企業文化

• 労働安全衛生、安全

• ウェルビーイング

• 生産性

• 採用、異動、離職

• スキルと能力

• サクセッションプラン

• 労働力

11の領域 社内で議論すべき/社外へ公開すべき指標の例
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（注1）上記は日本基準の場合。国際会計基準（IFRS）任意適用企業は、IFRSの規定に基づき、従業員給付費用などを含めた分類に基づく開示が求められている（従業員給付費用には、給与、賞与、有給休暇、退職金、
年金等を含む）
（注2）販管費を一括掲記する場合、主要な費目として販管費の10％を超える費目を注記する必要がある

有価証券報告書における人的資本に関する開示

 販売費及び一般管理費（連結・単体）のうち、人件費（適当な費目として
認められる場合。ただし、販管費を一括して掲記し、その主要な費目を注
記する方式も認められており、主要な費目として人件費が注記される場
合もある（注2））

 「製造原価明細書」（単体）の労務費（ただし、連結財務諸表において、
セグメント情報を注記している場合には、「製造原価明細書」の開示を
免除）

財
務
諸
表
（
注
1
）

 提出会社（単体）の従業員数、平均年齢、平均勤続年数、平均年間給
与（賞与を含む）

従
業
員
の
状
況

現
状
の
制
度

有価証券報告書

第一部 企業情報

 第1 企業の概要

 第2 事業の状況

 第3 設備の状況

 第4 提出会社の状況

 第5 経理の状況

 第6 提出会社の株式事務
の概要

 第7 提出会社の参考情報

経
営
方
針
等

※ 経営方針の中で、人的資本に関する考え方や取組みに言及している
企業がある

有価証券報告書で開示される人的資本に関する情報

Ⅱ B ②
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（出所）エーザイ（株） 価値創造レポート2021 P57-58

［参考］企業価値に影響する要素の開示例

 人件費、女性管理職比率等が企業価値に影響することを示した実証研究を開示している企業もある

Ⅱ B ②

【参考】エーザイ株式会社 価値創造レポート2021 P57-58 

▪ 人的資本への投資と企業価値の向上の関係を示す分析結果を記載

人材
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（出所）有価証券報告書の開示事例を基に金融庁作成

有価証券報告書における研究開発活動に関する開示

 有価証券報告書では、研究開発活動の状況とその金額について、セグメント情報と関連付けて記載すること
が求められている

Ⅱ ②B

（34）研究開発活動

最近連結会計年度等（連結財務諸表を作成していない場合には最近事業年度等。（略））における研究開発活動の状況
（例えば、研究の目的、主要課題、研究成果、研究体制等）及び研究開発費の金額を、セグメント情報に関連付けて記載
すること。

企業内容等の
開示に関する
内閣府令
第3号様式
記載上の注意

製造業企業の開示例（イメージ）

【研究開発活動】

当社グループは、新技術や新製品開発、既存製品の競争力強
化のため、積極的な研究開発活動を行っております。
当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、○○
百万円です。なお、セグメント別の研究開発費の内訳は、A事業
が○○百万円、B事業が○○百万円、・・・・、となっております。
セグメント別の研究成果は、次のとおりです。

（A事業）
・・・・・・
（B事業）
・・・・・・

経営戦略と関連付けた開示例（イメージ）

【研究開発活動】

当連結会計年度は、中期経営戦略「○○」に基づき、「○○技術の強化」、「人
財戦略」を技術戦略の基本方針として推進しました。
「○○技術の強化」として、当社の○○技術を、最新○○技術と組み合わせ、
当社独自のプラットフォーム「○○」として強化していきます。

「人財戦略」としては、○○事業の需要減少に鑑み、現在○○開発に携わって
いる開発人財を成長事業強化のためにシフトしていきます。○○の強化につい
ては、前中期経営計画「○○」において500人に達した○○人財を、20XX年度
末には事業拡大に必要となる1,000人を目指して増強していきます。

～（中略）～

また、中期経営戦略「○○」を支える新たな知財戦略として、当社○○技術に
よる新たな競争優位領域への知財リソースの集中、契約戦略の深化とオープン
＆クローズ戦略を推進し、DXによる高付加価値サービスや顧客・パートナーと
の協業の拡大を知的財産面から支援します。

～（中略）～

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、○○百万円です。な
お、セグメント別の研究開発費の内訳は、A事業が○○百万円、B事業が○○
百万円、・・・・、となっております。セグメント別の研究成果は、次のとおりです。
（A事業）・・・
（B事業）・・・



- 29 -

目次

I. これまでの議論を踏まえた論点の整理等

II. サステナビリティに関する開示

A) 気候変動対応に関する開示 ［前回ご議論いただいた項目］

B) 気候変動対応以外のサステナビリティ項目を含む開示

① 総論（重要性に基づく開示等）

② 各論（個別のサステナビリティ項目の開示等）

III. ご議論いただきたい事項



ご議論いただきたい事項①Ⅲ

 多様なサステナビリティ要素（多様性確保、人的資本等）の投資家の投資判断における重要

性は、各企業の業態や経営環境等によって様々であると考えられる。このことを踏まえ、多様

なサステナビリティ要素の開示における取扱いについては、原則として、各企業において企業

価値や業績等に与える重要性に応じて判断するというアプローチをどのように考えるか。

 あわせて、比較可能性等の観点から、以下の項目については開示が必要との意見があるが、

どう考えるか。

• 多様性確保に関する開示（女性管理職比率等）

• 人的資本に関する開示

その他、どのような事項に関する開示について、検討すべきか。

- 30 -

総論

各論
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ご議論いただきたい事項②Ⅲ

サステナビリティ
開示の充実

に向けた取組み

 サステナビリティに関する情報開示について、例えば、以下のような意見があるが、どのように

考えるか。

• 投資判断に必要な情報を提供する観点から、核となる情報を有価証券報告書に記載す

ることができるよう、サステナビリティ情報の「記載欄」を設けることが適切

• その際、各企業の創意工夫により任意開示での取組みが先行していることを踏まえ、任

意開示の内容を適切に「記載欄」の記述に反映させることが重要

 有価証券報告書の「記載欄」について、サステナビリティ全般の情報を記載することとする場合、

以下の点についてどう考えるか。

• 気候変動と同様、 「ガバナンス」、「リスク管理」 について開示

• 「戦略」、「指標・目標」については、各企業が、自らの企業価値や業績等への影響の重

要性を踏まえ判断

 サステナビリティ情報の開示に関しては、国際基準策定への意見発信や、我が国におけるサ

ステナビリティ開示の個別項目の検討を担う体制整備が不可欠との意見が出されている。今

後、民間におけるそうした取組みをどのように後押ししていくことが考えられるか。


